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①（地域住民による合意形成への支援）
②（生活機能・サービスの維持・確保に向けた実践活動への支援）
令和２年度末時点で「生活機能の・維持・確保のための実践活動に取り組んでいる公民館エリ
ア数は全236エリアのうち118エリア（令和３年５月末時点では全243エリアのうち124エリア）。
引き続き、住民の合意形成に向けた支援が課題。
小さな拠点づくりの実践活動の充実・拡大を図る必要があるが、買い物支援や生活交通の確
保など仕組みづくりや住民の合意形成に時間を要する取組については進んでいない。
高齢化が進む中で、多くの地区では高齢者の通院や買い物等のための移動手段の確保が課
題である。
地域包括ケアシステムの生活支援コーディネーターは県内全市町村に配置されているが、地
域での支え合い活動の維持、拡大を図るためのスキルアップ等の支援が課題である。
自主防災組織の活動カバー率は年々向上しているが、市町村により差があるとともに、地域防
災力の中心となる自主防災組織のリーダーの育成が課題である。
令和2年度から取組が始まった特定地域づくり事業は、年度末で5つの事業協同組合の事業
を認定。引き続き、取組を進めている地域での組合の設立や、円滑な運営が課題。

③（「モデル地区」の構築による小さな拠点づくりの加速化）
平成30年度に実施した地域実態調査の結果では、公民館エリアの人口規模が小さくなるにし
たがって、買い物や生活交通などの日常生活に必要な機能やサービスの維持・確保がきびし
い状況にあり、複数の公民館エリアの連携による取組をどう推進していくかが課題である。

①（地域住民による合意形成への支援）
②（生活機能・サービスの維持・確保に向けた実践活動への支援）
地域課題の把握や解決に必要なスキル等の習得のための研修に加え、令和3年度以降は小
さな拠点づくりの計画策定や実践活動、他地域との連携など、各段階における取組の推進方
法等を学ぶための研修を行い、市町村職員や地域の活動実践者等の人材育成を行う。
令和2、3年度に強化した地方機関の現場支援体制を生かし、より一層の取組の推進を図る。
地域の活動をコーディネートする人材を配置する市町村に対して支援を行う。
移動手段の確保については、地域の実情に合致した効率的な運行形態への転換が図られる
よう、市町村、交通事業者団体とともに県の交通支援制度のあり方について検討する。
生活支援コーディネーターが社会福祉協議会、地域のリーダー等の福祉・地域づくり関係者と
連携するなどして、効果的に活動できるよう、研修会の開催、アドバイザー派遣等を行う。
市町村長や県民等の防災意識の向上や自主防災組織の活動の普及・促進を図るとともに、
中心的な役割を担う防災士を育成するため、市町村と連携して養成講座を開催する。
特定地域づくり事業協同組合の設立、円滑な運営が進むよう、職員が市町村に出向き必要
な助言を行う等のきめ細かな支援を行う。

③（「モデル地区」の構築による小さな拠点づくりの加速化）
複数の公民館エリアで連携した取組を進める「モデル地区」を市町と重点的に支援していくとと
もに、生活機能の維持・確保に向けた各地区の「課題の把握」や「住民の合意形成」、「課題
解決の体制構築」等のプロセスや成果を事例集にまとめて地域や市町村に配布したり、「モデ
ル地区」の視察研修を行う等により、小さな拠点づくりの取組を広く全県的に波及させていく。

幹事部局

令和３年度

施策評価シート

施策の現状
に対する評価

今後の取組
の方向性

施策の名称

施策の目的

地域振興部

中山間地域・離島の暮らしを支える地域運営の仕組づくり（小さな拠点づくり）を進め、将来に明
るい展望をもてる暮らしを確保します。

Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり



令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

117.0 127.0 137.0 147.0 157.0

110.0 118.0

345.0 511.0 536.0 561.0 586.0

325.0 486.0

70.0 70.0 70.0 70.0 70.0

48.1 65.0

300.0 300.0 300.0 300.0 300.0

236.0 367.0

0.0 4.0 4.0 9.0 9.0

（新指標） 0.0

9.0 12.0 15.0 17.0 19.0

6.0 6.0

18

19

13

12

17

エリア

活動

％

人

件

生活機能の維持・確保のための実践活動に取り
組んでいる公民館エリア数【当該年度３月時点】

生活機能の維持・確保のための実践活動の数
【当該年度３月時点】

中国地方知事会中山間地域振興部会共同事
業における研修会等参加者のうち「大変参考に
なった」と回答した割合【当該年度４月～３月】

市町村

20

中山間地域研究センターの地域研究について
の成果発表会、研修会等の参加者数【当該年
度４月～３月】

中山間地域研究センターの地域研究成果の施
策反映件数【当該年度４月～３月】

地域の実情に応じた生活交通の確保に向けた
実行計画を策定する市町村数【当該年度３月
時点】

14

15

16

9

10

11

番
号

1

2

3

4

5

6

7

8

施策の主なＫＰＩ

施策の名称 Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり

ＫＰＩの名称
上段は目標値、下段は実績値 計上

分類
単位

累計値

累計値

単年度値

単年度値

累計値

累計値



誰(何)を対象として どういう状態を目指すのか

1
中山間地域総合対策推進事業（小さな
拠点づくりの推進）

中山間地域住民
中山間地域が抱える様々な課題に対して対策を講じ、住民
のみなさんが安心して住み続けることができるようにする

47,906 89,305 中山間地域・離島振興課

2 中山間地域対策総合調整事業 中山間地域住民 中山間地域対策関連事業の円滑な実施 810 6,014 中山間地域・離島振興課

3 中山間地域研究センター事業
中山間地域住民・団体、行政担当
者等

中山間地域における現状の把握と解決策を研究し、中山間
地域の活性化の取り組みに役立ててもらう。

24,341 33,319 中山間地域・離島振興課

4 消防職員・消防団員活動強化事業 消防職員・消防団員
消防活動における消防職員、消防団員の士気の高揚、技
術の向上を図る

65,978 71,802 消防総務課

5 震災、風水害等災害対策事業 県民 災害発生時に県民の生命及び財産、身体を守る。 91,725 47,669 防災危機管理課

6 生活交通ネットワーク総合支援事業 公共交通機関を利用する県民 日常生活に必要な移動手段を確保・維持する 391, 836 400,623 交通対策課

7 地域包括ケア推進事業 県民、市町村、関係機関
高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で、自分らしい暮らし
を人生の最終段階まで続けることができるよう地域の包括
的な支援・サービス提供体制の構築を目指す。

4,941 8,200 高齢者福祉課

8 地域商業等支援事業
県内の小売業、サービス業等の開
店予定者等

新たな開業の促進と経営の安定化を図ることにより、地域の
商業機能の維持・発展を目指す。

26,926 48,000 中小企業課

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

事務事業の一覧

Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり施策の名称

事務事業の名称
前年度の
事業費
（千円）

今年度の
事業費
（千円）

所管課名
目的



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

・人口減少や高齢化が進行し、特に中山間地域においては、小規模高齢化が進んだ公民館エリアが増えている。
・生活機能の確保に向けた地域の課題を把握し、その課題解決に向けた実践活動を行うリーダーとなる人材が不足している。
・地域運営の仕組みづくりである「小さな拠点づくり」は、必ずしも目に見えるものではなく、また、地域によって課題や解決策は様々
であるため、住民の理解が進みにくい。

・公民館エリアを基本単位としつつ、場合によっては複数のエリアが機能の分担や機能を集約をするなど、より広い範囲での取組
を促す。
・複数の公民館エリアで連携した取組を進める「小さな拠点づくり」モデル地区を、市町とともに重点的に支援する。
・モデル地区や他の先行事例の取組のプロセス、成果などを幅広く広報媒体を活用して県民に周知し、「小さな拠点づくり」の理解
促進を図り、広く全県的に波及させる。
・実践活動のリーダーや担い手などの育成・確保を図るため、地域住民や県、市町村職員を対象とした研修を行う。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

511.0

－

586.0

2

目標値

令和３年度

中山間地域総合対策推進事業（小さな拠点づくりの推進）

今年度の当初予算額

47,314

89,305

生活機能の維持・確保のための実践活動の数【当該
年度３月時点】

345.0

中山間地域・離島振興課

年 度
計上
分類

担 当 課

中山間地域住民

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・第５期中山間地域活性化計画(令和２年度～令和６年度)に基づき、公民館エリアを基本単位として住民の合意形成を進めつ
つ、より広いエリアを念頭に、買い物や交通など生活機能の確保に取り組む「小さな拠点づくり」を推進
・特に人口規模の小さい複数の公民館エリアが連携した取組を進める「小さな拠点づくり」モデル地区を、市町と重点的に支援
・モデル地区や他の先行事例の取組、成果について情報発信し、県民理解を促進させ、取組を推進

・「小さな拠点づくり」に取り組む地域の概況や実践活動の内容、プロセス等を事例集やリーフレットなどで紹介し、県民理解の促進
及び取組を普及

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

140.9

137.0

令和元年度

147.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

325.0
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目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

累計値

118.0

536.0 561.0
活動

486.0

100.9 － － － ％

累計値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

○県の支援体制の強化
・R2年度～：西部県民センターを3課体制にして支援（浜田市・江津市：石央地域振興課、大田市・邑智圏域：石東地域振興
課、益田・鹿足圏域：石西地域振興課）
・R3年度～：雲南合同庁舎に東部地域支援スタッフを配置して支援（松江市、出雲市、安来市、雲南市、奥出雲町、飯南町）

・小さな拠点づくりの取組を進めた結果、生活機能の維持・確保のための実践活動を実施している公民館エリア数は昨年度から８
地区増加し、令和３年３月時点で236地区のうち118地区となった。なお、令和３年５月時点では243地区のうち124地区となっ
た。

・単独の公民館エリアでは買い物や交通など生活機能の確保が困難になっている。
・仕組みづくりや住民の合意形成に時間を要する自治会輸送等の実践活動の取組が進んでいない。
・住民にとって、「小さな拠点づくり」の具体的な姿がイメージしにくい。また、取組に向けたプロセスがわかりにくい。

－

生活機能の維持・確保のための実践活動に取り組ん
でいる公民館エリア数【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

117.0 127.0

中山間地域が抱える様々な課題に対して対策を講じ、
住民のみなさんが安心して住み続けることができるよう
にする

1

31,550

47,906

昨年度の実績額

単位

エリア
157.0

－達成率 －

110.0

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・中国５県地域おこし協力隊合同研修会　開催日：R2.9.11　参加者：148人（オンライン開催）
・中山間地域対策スキルアップ研修　開催日：R3.1.28　参加者：211人（オンライン開催）
・政策研究会　開催日：R2.10.28　中国5県の担当者で意見交換（オンライン開催）

・協力隊の資質向上や自治体職員のサポート体制の強化等をテーマに開催した中国５県地域おこし協力隊合同研修会の実施
により、協力隊の意識の変化、協力隊と自治体職員の交流が進むとともに、協力隊のネットワーク化につながった。（参加者の約９
割が「参考になった」と回答）
・スキルアップ研修会では、中山間地域対策に携わる県や市町村職員を対象に講演、意見交換を行い、「地域主体のまちづくり」
を進めるために必要な知識、ノウハウを学ぶことができた。
・政策研究会では、各県の中山間地域対策の取組や状況等について意見交換することにより、相互の業務の参考とすることがで
きた。

・中山間地域では、人口減少や高齢化が進む中、地域を支える人材の不足や日常生活に必要な機能やサービスの低下が深刻
化しており、中国５県の共通課題となっている。
・地域おこし協力隊は行政職員とのコミュニケーションや任期後の就業（起業）をどうするか、行政職員は地域おこし協力隊の受
入体制の整備（受入準備、個別スキルを高めるための研修会の実施、相談体制構築、定住対策等）について不安を抱えてい
る。

－

中国地方知事会中山間地域振興部会共同事業にお
ける研修会等参加者のうち「大変参考になった」と回
答した割合【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

70.0 70.0

中山間地域対策関連事業の円滑な実施

1

0

810

昨年度の実績額

単位

％
70.0

－達成率 －

48.1

上位の施策

65.0

92.9 － － － ％

単年度
値

70.0

令和元年度

70.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
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目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和３年度

中山間地域対策総合調整事業

今年度の当初予算額

1,014

6,014

中山間地域・離島振興課

年 度
計上
分類

担 当 課

中山間地域住民

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・中国５県相互の連携事業
　中山間地域の課題に対し広域的な連携を図るため、中国地方知事会で「共同事業」を実施する。
　　①５県の地域おこし協力隊を対象とした共同研修会（担当県：岡山県）
　　②中山間地域対策担当の行政職員等を対象としたスキルアップ研修会（担当県：山口県）
　　③政策研究会を開催し、共通課題をテーマに各県の状況報告や意見交換を実施

・なし

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

・中山間地域では、人口減少や高齢化が進む中、地域の担い手や地域づくりのノウハウ、担い手の取組を支援する行政職員のス
キルが不足している。
・市町村が地域おこし協力隊や受入地域に対して、地域おこし協力隊を導入するねらい、役割、具体的な業務内容、任期後の定
着パターンを提示できていないことが多く、その結果として、地域や協力隊、行政の不安要素を生み出している。

・中国５県の中山間地域対策を担当する県、市町村、その他関係機関等職員を対象とした研修を実施し、地域支援に関する基
本的知識、ノウハウの習得等スキルアップを図る。
・協力隊の活動及び任期後の定着をサポートするため、協力隊の資質向上及び市町村職員の受入体制の構築等に係る研修を
実施する。
・中国５県の連絡を密にし、定期的に情報共有や意見交換等を行い、中山間地域対策を進める。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

・研究成果を市町村職員や地域住民にわかりやすく説明し活用方法を周知する機会が不足
・研究成果の施策反映や普及について、議論する体系的、組織的な仕組みを構築しているが、運用を開始したところであり仕組
みの評価が不十分

・研究成果の普及に向けて、市町村等への活用や営業方法などを検討
・「新しい生活様式」や参加に対する距離的負担の軽減などを勘案し、研究成果を市町村に普及させる研修会をオンラインで実
施
・研究成果の評価時期の見直しについて、実質的には令和３年度から運用開始
・研究成果の施策反映に向け、事業課と中山間地域研究センターで予算要求時期まで継続的な議論を実施

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

4.0

－

9.0

2

目標値

令和３年度

中山間地域研究センター事業

今年度の当初予算額

28,611

33,319

中山間地域研究センターの地域研究成果の施策反
映件数【当該年度４月～３月】

0.0

中山間地域・離島振興課

年 度
計上
分類

担 当 課

中山間地域住民・団体、行政担当者等

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・中山間地域研究センター研究事業：　「新たな時代に対応した地域コミュニティの運営体制と展開方法」など、中山間地域にお
ける各種問題把握及び解決策を研究
・中山間地域研究センター研修事業：　中山間地域におけるリーダー等育成のために、中山間地域の現状と課題やコミュニティの
活性化について研修を実施
・中山間地域研究センター情報発信事業：　研究成果など中山間地域の活性化に資する情報を、シンポジウムやホームページ
を活用し、情報提供
中山間地域研究センター支援事業 地域や市町村のニーズに応じ 研修会の開催 地域で行われる協議への出席や助言な・コロナ感染症予防対策・研修参加の距離的負担軽減を勘案し、研修会等をオンラインで実施

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

300.0

令和元年度

300.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（新指標）

Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

累計値

367.0

4.0 9.0
件

0.0

122.4 － － － ％

単年度
値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

○研究成果発表会　参加者数　６４名　○研究紹介　参加者数　２３名　○「小さな拠点づくり」に向けた人口推計研修・スキル
アップ研修・相談対応　　計１１回　参加者数（延べ）１００名　○「小さな拠点づくり」の推進に必要な重要項目についてテーマ別
に実施する研修　計８回　参加者数１６１名　○田舎暮らし家計相談会　計５回　参加者数１９名　○中山間地域専門の研究機
関として、県内外からの視察や講演依頼に対応：R２視察受入・上記以外の研修・講演・相談依頼件数４１件（県内３１、県外１０）

・令和２年度にセンターの研究成果や地域支援の手法を活用した支援を31件実施（県内の視察、研修、講演、相談の受入）
・住民主体の話し合いによって地域で策定された計画に基づいて、生活機能の維持・確保に向けた活動に取り組んでいる地区
(「小さな拠点づくり」を進めている公民館エリア）は令和２年度末時点で118地区となった。
・研究内容について、これまで、有識者等からの研究成果の評価を例年３月に実施しており、次年度予算に反映できていなかった
が、評価時期を８月に前倒すことで研究内容を予算に反映させることとした。
・将来を見据えた施策の方向性や支援の在り方について明らかにするため、人口減少が進む中、「人口減少に対応しうる生活機
能維持の仕組みと運営体制」などの研究を実施している。

・中山間地域を取り巻く環境は厳しさを増し、地域コミュニティの維持や、買い物など日常生活に必要な機能・サービスの確保が
困難となる地区は増加しているが、中山間地域の活性化や「小さな拠点づくり」の推進に有効な研究成果の施策反映や地域への
普及が不十分。

－

中山間地域研究センターの地域研究についての成果
発表会、研修会等の参加者数【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

300.0 300.0

中山間地域における現状の把握と解決策を研究し、中
山間地域の活性化の取り組みに役立ててもらう。

1

21,053

24,341

昨年度の実績額

単位

人
300.0

－達成率 －

236.0

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、消防団員の幹部教育は開催中止となった。

消防職員の専科教育等は、定員が比較的少ないこともあり、消防学校で新型コロナウイルス感染症への感染防止に配慮した宿
泊や食事の対応があり、受講辞退も少なく、受講者数は目標値のとおりとなり、緊急消防援助隊中国ブロック訓練は規模を縮小し
ての開催となたが、いずれも消防職員の技術向上に寄与できた。
一方、消防団員の幹部教育等では、県内の様々な地域から様々な職種に従事する団員が多数集合する研修であることから、新
型コロナ感染拡大を予防するため、開催が中止された。

令和２年度においては、消防職員は消防学校で十分な感染症対策を図った上で研修を行うことができたが、新型コロナ感染拡大
防止のため、消防大会・消防操法大会は開催中止となり、緊急消防援助隊訓練は規模を縮小して開催、また消防大学校（東
京）での教育は参加辞退が相次いぎ、また消防団員向け教育訓練も中止された。

－

消防職員の消防学校専科教育等の受講者数【当該
年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

100.0 100.0

消防活動における消防職員、消防団員の士気の高揚、
技術の向上を図る

1

64,575

65,978

昨年度の実績額

単位

人
100.0

－達成率 －

87.0

上位の施策

単年度
値

100.0

100.0 100.0
人

0.0

100.0 － － － ％

単年度
値

100.0

令和元年度

100.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

116.0

Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり

Ⅷ－１－(3)　防災・減災対策の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

Ⅳ－１－(2)　地域で活躍する人づくり

令和３年度

消防職員・消防団員活動強化事業

今年度の当初予算額

70,592

71,802

消防団員の消防学校幹部教育等の受講者数【当該
年度４月～３月】

100.0

消防総務課

年 度
計上
分類

担 当 課

消防職員・消防団員

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

１　消防職員
　・消防大会・消防操法大会開催　・中国四国ブロック緊急消防援助隊合同訓練参加・消防学校・消防大学校での教育訓練へ
の参加
２　消防団
　・消防学校が実施する教育訓練への参加　・装備の整備補助

特になし

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

感染症の発生

県内で開催される各種の研修等では、実施時期や会場、定員等を検討して、感染防止に配慮した教育研修の受講機会提供に
努めていくことで、消防職・団員の士気の高揚、技術の向上を図っていく。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

100.0

－

100.0

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

県地域防災計画の実効性を高めるため、次の事業に取り組んでいる。
（１）防災訓練（総合防災訓練（実働250人、図上50人）、中国5県防災訓練（22人）、防災情報システム入力訓練（19市町村））
（２）防災研修（①自主防災組織リーダー研修46人　②防災安全講演会2回163人　③住家被害認定研修64人）
（３）防災備蓄物資の整備  クラッカー（10,570食）、飲料水（500m 、7,368本）、段ボールベッド・間仕切り（各700組）等
（４）広域連携の体制整備（「中国五県の広域支援協定」により策定した支援・受援マニュアルの検証と見直し）

・県総合防災訓練において、住民が主体となり、新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を実施したこと
や、県内各地での防災研修の開催により、住民の防災意識や地域の対応能力の向上につながっている。
・地域での自主防災活動の中心的な役割を担う人材を育成するため、県内で防災士資格取得が可能となるよう、県が研修実施
機関の認証を受け、防災士養成研修を開催した。
・各種研修の計画にあたり、その内容が、地域の防災活動に生かせるよう、住民自身が地域の防災に関する課題を見つけ、その
解決策の検討の手法や、多様な視点を、防災に取り入れることの意義や効果、地域をより深く知るために、島根の災害史を研修
科目に取り入れるなどにより、できる限り実践的なものとなるよう努めた。
自主防災組織 活動カバー率が年々向上しているなど 各地域 自主防災組織による共助 取組が進みつつある・自主防災組織の活動カバー率は年々向上しているものの、市町村によって差が生じている。
・地域の防災活動を担う人材の不足や高齢化、次世代のリーダー養成が求められている。
・災害対策基本法の改正（施行：５月２０日）から大雨に警戒すべき期間である、出水期（６月１５日から）までの期間が短く、県民
に避難情報等の変更内容の周知する期間が十分に確保できない。

－

自主防災組織活動カバー率【翌年度４月時点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

81.6 86.2

災害発生時に県民の生命及び財産、身体を守る。

1

50,240

91,725

昨年度の実績額

単位

％
100.0

－達成率 －

75.4

上位の施策

累計値

76.1

1,120.0 1,170.0
人

1,048.0

93.3 － － － ％

単年度
値

90.8

令和元年度

95.4

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,011.0

Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり

Ⅷ－１－(3)　防災・減災対策の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

Ⅳ－１－(2)　地域で活躍する人づくり

令和３年度

震災、風水害等災害対策事業

今年度の当初予算額

45,939

47,669

防災士資格取得者数【当該年度３月時点】

1,020.0

防災危機管理課

年 度
計上
分類

担 当 課

県民

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・防災意識の向上や自主防災組織の活動促進を図り、地域防災力を高めるとともに、必要に応じ、地域防災計画を修正する。
・備蓄物資の整備計画に基づき、計画的かつ効率的な備蓄物資の更新や適切な管理等を行う。
・災害対策基本法の改正に伴う、避難情報等の変更内容の周知や市町村の個別避難計画作成の取組を支援する。
・地域での自主防災活動の中心的な役割を担う人材を育成するため、市町村と連携して防災士養成研修を開催する。
・市町村や関係機関・団体等と連携して地域住民等も参加した防災訓練等を実施する。
・広域的大規模災害に備え、中国５県・中四国９県等との共同訓練等を通じて、広域相互支援体制の充実・強化を図る。

・警察、消防、自衛隊、海上保安庁等の防災関係機関が機能を有効に発揮し、相互に協力して、県民の生命、財産、身体を災
害から保護することができるよう、実践的な総合防災訓練を実施する。
・新型コロナウイルス感染症に配慮した避難所運営や女性の視点など、多様な視点を取り入れた防災研修を開催する。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

102.8

事務事業の名称

・県政世論調査では、「自分が避難する避難場所や地域の危険箇所の確認」の自助の取組の割合は、前年を上回り、５０％を超
えており、防災意識が高まりつつあるが、「地域住民が主体となり実施する防災訓練、防災講演会などへの参加」の共助の取組の
割合は、この数年、１０％程度と低迷している。
・研修会等での参加者アンケートでは、「地域の高齢化が進み、防災活動に参加できる人が減っている」「人材育成や研修会の継
続した取組が必要」といった意見が寄せられている。

次の方向性に基づき、住民が自助、共助のもとで災害に適切に対応することができるよう支援する。
①県民の防災意識向上：県民の防災意識の向上を図るため、県内各地で防災講演会や出前講座等を実施
②自主防災組織の活動促進：地域において防災リーダー等の育成や自主防災組織等を対象とした実践的な研修の開催
③地域での自主防災活動の中心的な役割を担う人材を育成するため、市町村と連携し、引き続き、防災士養成研修を開催
④災害対策基本法の改正に伴う、避難情報の変更内容のさらなる周知や要配慮者の安全な避難のため必要な「個別避難計
画」の作成についての研修会等を開催し、市町村の取組を支援

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

1,070.0

－

1,220.0

2

目標値



5

6

7

8

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位
計上
分類

目標値 8.0 9.0 10.0 11.0 11.0

実績値 7.0 11.0

達成率 － 137.5 － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

上位の施策

10

％

9

8

％

％

7

％

％

6

5

4

％

％

事務事業評価シートの別紙

市町村

％

市町村津波避難計画の作成市町村数
（沿岸11市町村）【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称

「ＫＰＩ」が３以上ある場合のみ記載

「上位の施策」が５以上ある場合のみ記載

上位の施策

上位の施策

3
累計値

上位の施策

事務事業の名称 震災、風水害等災害対策事業



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・県内の路線バス利用者数
　　H26：8,187千人　H27：8,010千人　H28：8,022千人　H29：7,867千人　H30：7,928千人　R元：7,823千人
・県内の生活交通路線数（路線バス、乗合タクシー、公共交通空白地有償運送）
　　R3.4.1時点　307路線　うち赤字路線305（99.3％）、黒字路線２（0.7％）

・民間事業者が運行するバス路線は廃止・減便傾向にあるが、運行支援に係る補助金により、事業者の赤字を補てんし、路線の
廃止・減便を最低限に止めている。
・地域生活交通再構築実証事業補助金により、地域の実情に応じた乗用タクシーの活用や乗務員の確保を支援。地域生活交
通の再構築につながっている。

・生活交通路線の収支が悪化しており、運行の維持に係る行政負担が増加傾向にある。
・公共交通が利用できない、あるいは極めて利用しづらいといった地域がある。
・乗務員不足を一因とするバス路線の廃止や減便が生じ始めている。

－

地域の実情に応じた生活交通の確保に向けた実行計
画を策定する市町村数【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

9.0 12.0

日常生活に必要な移動手段を確保・維持する

1

389, 121

391, 836

昨年度の実績額

単位

市町村
19.0

－達成率 －

6.0

上位の施策

6.0

66.7 － － － ％

累計値
15.0

令和元年度

17.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり

Ⅶ－１－(2)　地域生活交通の確保

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和３年度

生活交通ネットワーク総合支援事業

今年度の当初予算額

385,623

400,623

交通対策課

年 度
計上
分類

担 当 課

公共交通機関を利用する県民

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

住民に身近な交通手段である路線バス等を確保・維持するため、民間バス事業者や市町村に支援を行う。
　・地域間幹線系統確保維持費補助金：広域的なバス路線を維持するため、国と協調して民間バス事業者へ支援
　・広域バス路線維持費補助金　　　：広域的なバス路線を維持するため、民間バス事業者へ支援（国補助対象外）
　・生活交通確保対策交付金　　　　：地域の路線、通学や通院への路線等を維持するため、市町村へ支援
　・地域生活交通再構築実証事業補助金：
　　輸送需要に応じた最適な交通手段の組み合わせによって地域生活交通の再構築を図ろうとする市町村を支援。
市町村等とともに県の支援制度について、見直しを検討する。

・地域の実情に合致した効率的な運行形態への転換・維持を図るため、他県の状況、県内各地域における取組事例集の作成や
輸送コストに係る客観的な指標分析を行うとともに、市町村、交通事業者団体とともに、令和元年度に立ち上げたプロジェクトチー
ムにおいて、検討の方向性について共有を図りながら、県の支援制度の見直しを検討する。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

・人口減少や少子高齢化、自家用車の普及により、路線バスの利用者数の減少が続いている中、さらに新型コロナウイルスの影
響により、令和２年３月以降、利用者の大幅な減少が生じている路線がある。
・輸送需要等を考慮した上で、路線バスからタクシーや自治会輸送への転換など、地域の実情に合致した効率的な運行形態へ
の転換・維持を図る必要があるものの、タクシーについては財政支援制度がないことや、自治会輸送に係る担い手確保の課題等
もあり、転換に向けた検討が進みにくい状況。
・乗務員の不足・高齢化。

・地域の実情に合致した効率的な運行形態への転換・維持を図るため、市町村等とともにプロジェクトチームにおいて、県の支援
制度のあり方について検討する。
・新型コロナウイルスの影響については、今後の利用状況等を注視し、必要な支援策について検討する。
・他県の状況、県内各地域における取組事例集や輸送コストに係る客観的な指標分析等の情報を提供し、市町村における公共
交通のあり方にかかる議論を促す。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

ア．地域包括ケアシステム構築の明確な指標がない。数値化できない部分（連携）の評価が必要
イ．住民アンケートなどの意識調査を定期的に実施することができていない。

ア．「地域包括ケアシステム関係機関連絡会議」の場を活用し、県全体の現状や他県事例等の共有を図り、今後の取組に活か
す。
ア．介護保険事業支援計画（県）、事業計画（保険者）の指標も踏まえ、関係課、各保健所、他部局とも連携し、多機関・多職種
による連携・協働のもとで市町村等の取組が進むよう支援
イ．市町村等と連携し、さらなる住民啓発を進める。（啓発マンガ・DVDの放映、先進事例の取組紹介）

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

15.0

－

19.0

2

目標値

令和３年度

地域包括ケア推進事業

今年度の当初予算額

3,104

8,200

地域ケア会議に専門職が参加している市町村数
(「運動機能の向上に関与する専門職」「食支援・口腔
機能の向上に関与する専門職」いずれの専門職も参
加する市町村数）【当該年度４月～３月】

0.0

高齢者福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

県民、市町村、関係機関

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・市町村、関係機関、団体の連携に向けた連携、情報共有の場の設定（地域包括ケアシステム関係機関連絡会議の開催等）
・市町村、介護保険者ヒアリング等による現状把握、課題や取組の方向性の共有
・各保健所による多職種連携に向けた研修、セミナー等の開催
・各保健所による市町村等の取組支援
・住民啓発用広報媒体の作成、放映

・感染予防のため集合型が難しい場合や移動時間が確保できない場合などにおいても、多くの方が参加しやすくなるよう、地域包
括ケア関係機関連絡会議等でテレビ会議を積極的に活用

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

6.0

令和元年度

6.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

13.0

Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり

Ⅴ－１－(3)　介護の充実

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

単年度
値

5.0

17.0 19.0
市町村

16.0

100.0 － － － ％

単年度
値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・退院時に病院からケアマネに連絡があった割合　Ｒ１年９月：８６．７％　Ｒ２年９月：８７．３％
・入退院支援ルールを作成している２次医療圏域数は、７圏域中、５圏域（雲南、出雲、大田、浜田、益田）（R３年３月時点）

・「地域包括ケアシステム関係機関連絡会議」により関係者間の情報や目的意識の共有に繋がっている。
・「島根県入退院連携ガイドライン」の作成・配布、「入退院時情報共有フォローアップ調査」の実施・結果共有などを通じて、各圏
域の取組を支援することで、各圏域において入退院調整ルールの作成・活用に向けた検討が進められた。

ア．地域包括ケアシステム構築の全体的な評価が難しい。
イ．住民の理解がどこまで進んでいるか把握が難しい。

－

入退院支援ルールを設定している２次医療圏域数
【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

5.0 5.0

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で、自分らしい
暮らしを人生の最終段階まで続けることができるよう地
域の包括的な支援・サービス提供体制の構築を目指
す。

1

3,191

4,941

昨年度の実績額

単位

圏域
7.0

－達成率 －

4.0

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・補助金交付件数は、H28：139件、H29：92件、H30：160件、R1：127件、R2：88件と推移
・廃止件数は、H28：8件、H29：8件、H30：9件、R1：3件、R2：10件と推移

・新規出店事業者に対し、商工団体による開業前後の経営改善指導等を展開し、円滑な開業や開業後の事業安定化を支援。

・当該補助事業を活用して開業した事業者のうち、開業後5年未満での廃業が増加している。
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、新規に開業を目指す事業者が例年より減っている。

－

過去5年間に補助事業を活用した事業者の存続率
（(5年間の補助金交付件数-5年間の廃止件数)/5年
間の補助金交付件数）【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

95.0 95.0

新たな開業の促進と経営の安定化を図ることにより、地
域の商業機能の維持・発展を目指す。

1

16,234

28,926

昨年度の実績額

単位

％
95.0

－達成率 －

95.7

上位の施策

93.7

98.7 － － － ％

単年度
値

95.0

令和元年度

95.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅲ－１－(1)　小さな拠点づくり

Ⅰ－２－(4)　成長を支える経営基盤づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和３年度

地域商業等支援事業

今年度の当初予算額

24,000

48,000

中小企業課

年 度
計上
分類

担 当 課

県内の小売業、サービス業等の開店予定者等

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

地域商業機能の維持・向上等に取り組む事業者を支援する市町村に対し補助金を交付
・小売店等開業支援事業（一般枠・特別枠）
・買い物不便対策事業
・移動販売・宅配支援事業
・商業環境整備事業
・地域流通拠点整備事業

・移動販売や宅配を行うにあたって地域への周知が重要となるため、移動販売・宅配支援事業の補助対象経費に広告宣伝費を
追加
・小売店等開業支援事業の災害対応枠及び商業環境整備事業の中心市街地活性化枠を廃止

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け業績が悪化している事業者が出ている。
・接触の機会が多い商業サービス業の創業は、コロナ禍で敬遠されている可能性がある。

・5年未満での廃業が増えた要因、交付件数が減少した要因について、現状把握するために市町村との意見交換会、ヒアリング、
アンケート等を実施する。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値


